
○ 有機農業や化学肥料・化学農薬の使用低減に取り組む生産者や、
環境保全型農業に必要な有機肥料などの資材を広域的に供給する事業者の設備投資を後押しします。

・ 都道府県知事の認定を受けた生産者や、国の認定を受けた資材メーカー・食品事業者等が
一定の設備等を新たに取得等した場合に、特別償却（機械等32％、建物等 16％）の適用が受けられます。

・ 本税制は、令和８年３月31日までの間に、認定実施計画に基づき対象設備等を取得し、当該事業の用に供した場合に適用されます。

概 要

① 生産者向け ② 事業者向け
＜対象となる設備等の要件＞
○ 以下について、メーカーが国の確認を受けた設備等であること
・化学肥料・化学農薬の使用を低減させる設備等
・化学肥料・化学農薬の使用を低減させる事業活動の安定に不可欠な設備等

○ 10年以内に販売されたモデルであること
○ 取得価額が100万円以上であること

＜手続イメージ＞ ＜手続イメージ＞
都道府県

生産者 税務署

環境負荷低減事業活動実施計画等

①計画申請 ②計画認定

④税務申告

③設備投資

対象設備の確認スキーム

＜対象となる設備等の要件＞
化学肥料又は化学農薬に代替する資材を製造する
専門の設備等であること

主務大臣

事業者 税務署

基盤確立事業実施計画

①計画申請 ②計画認定

③設備投資

主務大臣

事業者
（機械メーカー）

基盤確立事業
実施計画

①計画
申請

②計画
認定

計画申請に併せて、
製造する機械が税制特例対象に
該当するかについて、
確認申請を行うことができる。

対象となる設備について、
その名称、型式・型番等を公表

③ 農水省HPに公表

バイオコンポスター良質な堆肥を供給する
自動攪拌装置

ペレタイザー

④税務申告

機械等と一体的に整備する
建物等も対象になります！

みどり投資促進税制

24



（参考）特別償却活用の効果

〇 環境負荷低減※１に取り組む生産者及び広域的に生産資材の供給を行う事業者が
計画認定制度に基づき設備等を整備する場合に、みどり投資促進税制（特別償却）を活用することにより、
導入当初の所得税・法人税負担が軽減されます。 ※１ 化学肥料・化学農薬の使用低減のことをいう。

良質な堆肥を供給する
堆肥化処理施設等

化学肥料の施肥量を減少させる
土壌センサ付可変施肥田植機

省力的な有機栽培を可能とする
高能率水田用除草機

224
万円

100
万円

100
万円

100
万円

100
万円

76
万円

約700万円の機械を整備した際の特別償却（32％）

初年度 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

償却額＝(取得価額÷耐用年数)＋(取得価額×32％)

特別償却に係る部分

【法人税における特例のイメージ※2】

816
万円

300
万円

300
万円 ～ 300

万円 84万円

約1,500万円の機械と約5,000万円の一体的な建物
を整備した際の特別償却（機械32％、建物16％）

初年度 ２年目 14年目 15年目 16年目 17年目

償却額＝(取得価額÷耐用年数)＋(取得価額×16％)

特別償却に係る部分

448
万円

200
万円

200
万円 ～ 200

万円 152
万円

初年度 ２年目 ４年目 ５年目６年目７年目

償却額＝(取得価額÷耐用年数)
＋(取得価額×32％)

特別償却に係る部分

＜機械＞

＜建物＞

※2 特別償却について定額法で試算したものであり、実際の計算と異なる場合がある。

法人税 =（益金－損金（償却額））× 税率
⇒ 特別償却により、導入当初において、通常の償却額に一定額を上乗せした償却が認められます。
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令和８年
３月31日

○（対象となり得る）

×（対象とならない）

ケース１

ケース３ 実施計画
の認定

着工 取得
（引き渡し）

実施計画
の認定 着工※ 取得

（引き渡し）

ケース２ 実施計画
の認定

着工 取得
（引き渡し）

○ 実施計画の認定を受けた後で、対象設備等を取得する必要があります。

計画認定後に対象設備等を取得し、
当該事業の用に供する必要があります。

（参考）課税の特例の対象となる設備取得のタイミングについて
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基盤確立事業実施計画の認定状況① （令和６年３月時点）

（株）オーレック

機械の生産・販売

みのる産業（株）井関農機（株）

（株）山本製作所

三菱マヒンドラ農機（株）

種子温湯消毒装置

みどり投資促進税制の
対象機械の追加

（株）タイガーカワシマ

土壌センサ付
可変施肥田植機

色彩選別機

再生紙マルチ田植機

ペースト施肥田植機
水田除草機

水田除草機

ポット成苗
田植機

等

ペースト施肥
田植機

（株）サタケ

可変施肥
田植機

色彩選別機

ヤンマーアグリ（株）・
ヤンマーアグリジャパン（株）

金子農機（株）

（株）クボタ

食味・収量
コンバイン

可変施肥
田植機

色彩選別機

静岡製機（株）

色彩選別機

（株）大竹製作所

水田除草機

（水田作 関連）

等
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基盤確立事業実施計画の認定状況② （令和６年３月時点）

（株）やまびこ・
やまびこジャパン（株）

ラジコン
草刈機

（株）ササキコーポレーション

電動リモコン草刈機 等

（畦畔除草機）

ハスクバーナ・ゼノア（株）

親子式
傾斜地草刈機

小橋工業（株）

オフセットモア

三陽機器（株）

トラクタ用アーム式草刈機

機械の生産・販売
みどり投資促進税制の
対象機械の追加

松山（株）

オフセットモア

中部エコテック（株）

密閉縦型コンポスト

（株）天神製作所

堆肥自動撹拌機

アイケイ商事（株）

堆肥自動撹拌機 等

（畜産 関連）
藤樹運搬機工業（株）

堆肥自動撹拌機 等

エム・エス・ケー農業機械（株）

等

オフセット
シュレッダー

（株）岡田製作所

堆肥自動撹拌機 28



基盤確立事業実施計画の認定状況③ （令和６年３月時点）

（株）IHIアグリテック

（株）デリカ

可変施肥
ブロードキャスタ

マニア
スプレッダ

等

マルチスプレッダ

マニア
スプレッダ

等

（株）タカキタ

マニア
スプレッダ

等

有機肥料散布機

（株）タイショー

（株）イナダ

（株）アテックス

軽トラ搭載型マニアスプレッダ

野菜用畝立
局所施肥機

自走積込
マニアスプレッダ

リモコン
草刈機

（堆肥散布機・肥料散布機）

（株）ビコンジャパン

可変施肥機 等

日本ニューホランド（株）

等

ファテライザー
スプレッダー

（可変施肥機）

有限会社
北四国エンジニアリング

搭載型堆肥散布機

機械の生産・販売
みどり投資促進税制の
対象機械の追加
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肥料混合散布機



基盤確立事業実施計画の認定状況④ （令和６年３月時点）

松元機工（株）

乗用型茶園防除機

渡辺パイプ（株）

潅水施肥装置

（株）ルートレック・ネットワークス

自動潅水施肥装置

（株）太陽

養液ろ過装置 基腐病用蒸熱処理装置

三州産業（株）

機械の生産・販売
みどり投資促進税制の
対象機械の追加

（施設園芸 関連） （畑作 関連）
落合刃物工業（株）

茶園用堆肥散布機

（株）ジョイ・ワールド・パシフィック

自動潅水・施肥制御装置

（株） FTH

蒸熱処理装置

トヨタネ（株）

排液リサイクルシステム
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